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点検結果 昨今の電力網接続や省エネルギー問題に応える技術開発であり、国レベルで技術開発を実施し実用化を促進する。

改善の
方向性

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省・部局名 事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事
業
の
効
率
性

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか

取り組む技術開発フェーズに応じて、委託・補助のスキー
ムを取り入れる予定。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
本研究開発後に、順次社会実装していくものと推定して
設定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

産学官連携による中長期的な研究開発が必須であるこ
とから、国が取り組むべき事業である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
昨今の電力網接続や省エネルギー問題に応える技術開
発であり、優先度が高い。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
本事業は、技術課題をいくつか設定した後、公募により
事業者を募集し、外部有識者による採択審査委員会に
おける厳正な審査を経て事業者を決定する。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

事業所管部局（推進課、主管課）による自己点検・改善状況

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
再生可能エネルギー由来電気の電力網への接続やエネ
ルギーの有効利用の観点から必要とされている技術開
発である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

活動指標
（アウトプット）

活動指標 単位 28年度活動見込

高温超電導による送配電、高磁場コイル等に係る提案の採択件数（累計） 当初見込み 件 6

成果目標
（アウトカム）

成果指標 単位
目標最終年度
　　　　　　42年度

超電導技術の導入によるCO2削減量 目標値 万t 1,140

事業の目的

　超電導は極低温にすると電気抵抗がゼロとなる現象で、例えば、送電ロスの大幅な低減や送電容量の増加、設備のコンパクト化など、大
きな省エネルギー効果が期待される技術である。近年、比較的高温（-196℃以下）で用いることのできる高温超電導材料の開発が大きく進
み、いくつかの技術課題が残るものの、具体的なシステムとして高温超電導機器を組み上げ、その有効性を示していく段階に到達しつつあ
る。また、高温超電導技術の適用により大きな市場創出が期待される分野について、技術開発と実証に戦略的に取り組み、世界に先駆け
た社会実装を通じて、送電や電機機器等の省エネルギー化に貢献する。

事業概要 別紙記載のとおり。

平成28年度
概算要求額

1700 （百万円）

事業開始年度 平成２８年度
事業終了

（予定）年度 平成３２年度 主管課室名 研究開発課

平成27年度行政レビューシート事業番号 新28-0027
　　　　　　研究開発事業に係る技術評価書（事前評価） （経済産業省）

事業名 高温超電導実用化促進技術開発 推進課室名 研究開発課



外部有識者（産業構造審議会評価ＷＧ）の所見　【技術評価】

＜研究開発内容及び事業アウトプットの妥当性＞
　　　・高温超電導コイル技術開発については、公募までにターゲットや要求するスペックを決めて事業を進めること。

外部有識者（産業構造審議会評価ＷＧ）の所見を踏まえた改善点等

＜研究開発内容及び事業アウトプットの妥当性＞
　　　・高温超電導コイル技術開発については、詳細な事業計画を策定する上でターゲットや要求するスペックを明確に決めて公募を行い、事業を推進してい
く。



高温超電導実用化促進技術開発 
平成28年度概算要求額 17.0億円（新規） 

産業技術環境局 研究開発課 
03-3501-9221 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業イメージ 

事業目的・概要 
超電導は極低温にすると電気抵抗がゼロとなる現象で、例えば、送
電ロスの大幅な低減や送電容量の増加、設備のコンパクト化など、
大きな省エネルギー効果が期待される技術です。 

近年、比較的高温（-196℃以下）で用いることのできる高温超電
導材料の開発が大きく進み、いくつかの技術課題が残るものの、具体
的なシステムとして高温超電導機器を組み上げ、その有効性を示し
ていく段階に到達しつつあります。 

また、高温超電導技術の適用により大きな市場創出が期待される分
野について、技術開発と実証に戦略的に取り組み、世界に先駆けた
社会実装を通じて、送電や電機機器等の省エネルギー化に貢献しま
す。 

成果目標 
平成28年から平成32年までの5年間の事業。高温超電導技術を
輸送分野、産業分野、電力送配電分野に適用することにより、省エ
ネルギー化（平成42年度においてCO2排出量削減約1,140万ト
ン/年）への貢献を目指します。 

大学・民間 
企業等 

交付金 

国 NEDO 

委託 
補助（2/3、1/2） 

超電導技術の特徴 

電気抵抗がゼロ 

強力な磁場が 
発生できる 

適用先／技術開発・実証の例 

■ 輸送分野 
送電 

回生 

鉄道き電線に適用するために超電導ケーブルの設
計技術や冷却技術等を開発し、実証設備を構築
します。適用されると、運行にかかわる電圧降下が
抑制でき、運行本数や回生電力の増加が期待さ
れます。 

■ 産業分野 均一な高磁場を安定して発生させるコイルの実用化に向
け、大口径化技術や任意形状のコイルでも安定して磁場
を発生させる設計・製作技術等に取り組みます。これらに
より、高温超電導コイルへの置き換えによるヘリウム供給
ひっ迫の影響緩和や分析精度等の飛躍的な向上が期待
されます。 

■ 基盤技術開発 液体窒素温度でも確実に性能が発揮できる線材の性能向上、線材の大量
生産プロセス技術の確立、冷却システムの効率向上などに取り組みます。 

■ 電力送配電分野 

発電設備 超電導ケーブル 冷凍機 
需要サイト (イメージ) 

送電等実証を通じて、システムの最適化
や技術上、運用上の基準、指標策定の
整備などを行います。 

http://keiyoline-society.up.n.seesaa.net/keiyoline-society/image/6_doai_kudari_tunnel-a7324.jpg?d=a0
http://optronics-media.com/wp/wp-content/uploads/2013/09/18.png

